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近年，我が国の道路ネットワークの整備は概成しつつあるが，本来発揮すべきサービスを発揮できてい

ない道路も多い．特に，幹線道路でサービスの質が不十分であるが，これは沿道施設へのアクセスや信号

交差点等によるところが大きい．これらの解決策として，ネットワークの機能的階層化によって各道路が

発揮すべきサービスを明確にした上で，それを担保する道路構造と交通運用を決定する設計思想が必要で

あると考えられる．そこで本研究では，道路ネットワークの機能的階層化に必要となる道路の性能目標の

設定方法を示し，目標達成のために許容できる信号交差点密度の条件を明らかにすることを目的とする．

仮想の起点・終点間に，それぞれ幹線道路，および一般道路を用いる2つの経路を仮定し，幹線道路を用

いる経路が最短時間または最小コストとなるネットワークの必要条件を明らかにした．また，信号交差点

密度に応じた旅行速度推定モデルを用いて，性能目標を達成するために許容できる最大信号交差点密度を

明らかにした． 
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1. はじめに 

 

近年，我が国の道路ネットワークの整備は概成しつつ

ある．国土交通省道路統計年報1)によれば，各道路の総

延長に占める実延長+重用延長（重複区間の延長）の割

合は，一般国道，主要地方道（含主要市道），一般都道

府県道のそれぞれで96.5，99.5，98.4%あり，未供用区間

は5%未満となっている．しかしながら，それらの道路

の使われ方に着目すると，信号交差点などの平面交差が

連続した幹線道路や，通過交通の流入する生活道路など，

安全性・円滑性の問題が日常的に生じている．これは，

各道路が提供する機能が明確にされておらず，多様な使

われ方がされていることに起因している． 

道路が提供する機能を明確にする考え方として，道路

ネットワークの機能的階層化2)（以下，階層化）がある．

階層化とは，道路の交通機能のうち移動機能と沿道出入

機能2)の程度に応じて，道路の機能の差別化を図ること

である．階層化により，各道路が発揮する機能が明確と

なることで，道路が本来あるべき利用主体・機能に応じ

た使われ方をすることが想定される． 

階層化を進めていくためには，各道路に求められる機

能とその性能目標を明らかにしたうえで，目標を達成で

きるような道路構造・交通運用上の条件を整える，性能

照査型道路計画3)の考え方が必要となる．しかし，我が

国においては，性能照査型道路設計の下で道路計画がな

される例はほとんどない．その原因の一端として，各道

路を計画する際の性能目標の設定手法，およびその目標

値を達成するために求められる道路構造や交通運用が明

らかにされていないことが挙げられる． 

よって，本研究では，道路ネットワークの階層化に際

して必要となる道路の性能目標の設定方法を示したうえ

で，その目標を達成するために許容できる信号交差点密

度の条件を明らかにする． 

 

 

2. 既往研究のレビュー 
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中村ら4)は，わが国の道路ネットワークにおいて日常

的に生じている幹線道路の渋滞や生活道路への通過交通

の混入といった交通問題の多くは，各道路が持つ移動機

能と沿道出入機能の分担が曖昧であることにより生じて

いるものだと指摘している．そのうえで，従来の道路区

分を根本から見直し，ネットワーク特性に応じた道路階

層区分の第一次試案を提示した．また，道路ネットワー

クの階層化手法に関する研究として下川ら5)は，現状の

道路ネットワークには旅行速度の観点から見て，高速道

路と一般道路の間の速度を発揮する階層である「中間速

度層」が存在しないことを指摘した．そして，簡易なモ

デルを用いた試算により中間速度層整備によるネットワ

ークとしての旅行時間短縮効果を示している．また，中

間速度を50km/h～65km/hと定義し，この速度層を達成す

るような道路構造上の条件を示している． 

このように，既往研究では，階層化に際して各道路に

求められる目標旅行速度の目安や，その旅行速度を達成

するための道路構造・交通運用上の留意点の整理は行わ

れている．交通工学研究会6)による研究成果報告書にお

いては，機能に応じて分類すべき階層やそれぞれの階層

に必要とされる道路構造や交通運用上の留意点がまとめ

られている．一方で，これらの研究で定められている値

はあくまでも目標値であり，任意の道路ネットワークへ

適用することは難しい．つまり，ある道路ネットワーク

の条件が与えられた時に，そのネットワークの目標とす

べき値の求め方や，その目標値を達成するために必要と

される条件を，改めて整理することが望まれる． 

よって，本研究では，任意の道路ネットワークに対し

て，各階層の道路が使われるための性能目標の設定手法

を示すとともに，その目標を達成するための最大の信号

交差点密度を明らかにする． 

 

 

3. 仮想ネットワークおよび計算条件の設定 

 

ここでは，仮想ネットワークに上位と下位の道路階層

を仮定し，上位の階層の道路を利用するためのネットワ

ーク形状および旅行速度を把握することを検討し，性能

目標の設定手法を示すための計算条件について示す．  

 

(1) 仮想ネットワークの設定 

本分析では，図-1に示す道路ネットワークを仮定する．

このネットワーク上には，起点iから終点jに向かうODに

対して，起終点を一本の道路で結ぶ「一般道路」と起点

からラインホールおよびアクセス/イグレス階層の道路

を使用して終点に向かう「ラインホール道路」の2つの

経路を想定する． 

 

(2) 経路選択パラメータの設定 

仮想ネットワークにおいて，ラインホール道路が使用

されるための条件を検討する．本分析では，最短旅行時

間と最小旅行コストの2つの評価によって実施する． 

a) 最短旅行時間経路 

ラインホール道路が，最短旅行時間経路になる経路を

選択すると仮定すると，条件式は式(1)で表される． 

𝑋௔

𝑉௔
൅

𝑋௟

𝑉௟
൅

𝑋௘

𝑉௘
൑

𝑋௜௝

𝑉௜௝
 (1) 

𝑉௟ ൐ 𝑉௔ ൌ 𝑉௘ ൒ 𝑉௜௝ (2) 

ここに，𝑋௜௝, 𝑋௔, 𝑋௟, 𝑋௘は，それぞれ拠点間距離，アク

セス距離，ラインホール距離，イグレス距離，𝑉௜௝, 𝑉௔, 𝑉௟, 

𝑉௘は一般道路の旅行速度，アクセス道路の旅行速度，ラ

インホールの旅行速度，イグレス道路の旅行速度である． 

また，簡単のためにVa=Veとし，上位階層と下位階層と

の間で速度の逆転が生じないという条件として，式(2)

を与えている． 

なお，一般的に道路ネットワークにおいては階層間の

接続箇所には交差点やインターチェンジ等が存在し，階

層間の移動時に遅れを伴うが，本分析では階層間の移動

の遅れも含めた旅行速度として扱っている． 

図-2に，各経路の総走行距離と総走行時間の関係の模

式図を示す．横軸が総走行距離，縦軸が総走行時間とな

っており，傾きが速度を表す．図-2の条件では，一般道

路利用の方が総旅行時間が短いため，このネットワーク

 
図-1 仮想ネットワーク 

 

 
図-2 総走行距離と総旅行時間の関係 
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形状および旅行速度であれば一般道路を利用すると考え

られる． 

次に，ネットワークの特性を表現する変数として，式

(3)，式(4)に示す変数𝛼, 𝛽を定義する． 

𝛼 ൌ
𝑋௔ ൅ 𝑋௟ ൅ 𝑋௘

𝑋௜௝
  ሺ𝛼 ൒ 1.0ሻ (3) 

𝛽 ൌ
𝑋௟

𝑋௔ ൅ 𝑋௟ ൅ 𝑋௘
   ሺ0 ൏ 𝛽 ൑ 1.0ሻ (4) 

ここに，𝛼はラインホール道路の総走行距離に対する

一般道路の距離の比（以降，迂回率），𝛽はラインホー

ル部分の距離に対するラインホール道路の総走行距離の

比（以降，ラインホール距離比），である． 

𝛼と𝛽の2変数を用いることで，式(1)を式(5)で示すこと

ができる． 

𝛼ሺ1 െ 𝛽ሻ

𝑉௔௘
൅

𝛼𝛽
𝑉௟

൑
1

𝑉௜௝
 (5) 

𝑉௔௘ ൌ 𝑉௔ ൌ 𝑉௘ (6) 

ここに，𝑉௔௘はアクセス道路とイグレス道路の旅行速

度が同じである場合のアクセス/イグレス道路の旅行速

度，である． 

これにより，任意のOD間距離に応じたネットワーク

形状について分析を行うことが可能となる． 

b) 最小旅行コスト経路 

ラインホール道路が，最小旅行コスト経路となる経路

を選択すると仮定すると，条件式は式(7)で，旅行コス

トは式(8)のように表せる． 

𝐶௔ ൅ 𝐶௟ ൅ 𝐶௘ ൑ 𝐶௜௝ (7) 

𝐶௫ ൌ 𝐵𝑇௫ ൅ 𝐵𝑅௫ (8) 

ここに，𝐶௜௝ , 𝐶௔, 𝐶௟ , 𝐶௘はそれぞれ道路の旅行コスト，

アクセス道路の旅行コスト，ラインホール道路の旅行コ

スト，イグレス道路の旅行コスト（円/年），𝐶௫は道路

𝑥 ൌ ሺ𝑖𝑗, 𝑎, 𝑙, 𝑒ሻの旅行コスト（円/年），𝐵𝑇௫, 𝐵𝑅௫は道路𝑥

の総走行時間費用，総走行経費，である． 

𝐵𝑇, 𝐵𝑅は費用便益分析マニュアル7)を踏まえて式(9)，

式(10)により算出する．本分析では，乗用車のみを対象

とする． 

𝐵𝑇 ൌ ෍ሺ𝑄௫ ൈ 𝑇௫ ൈ 𝜏ሻ ൈ 365
௫

 (9) 

𝐵𝑅 ൌ ෍ሺ𝑄௫ ൈ 𝐿௫ ൈ 𝜑ሻ ൈ 365
௫

 (10)

ここに，𝑄௫は道路𝑥における乗用車の交通量(台/日)，

𝑇௫は道路𝑥における乗用車の走行時間(分)，𝜏は乗用車

の時間価値原単位（円/分・台），𝐿௫は道路𝑥の延長

(km)，𝜑は乗用車の走行経費原単位（円/台・km），で

ある。 

式(11)と式(12)は，𝑇௫と𝐿௫を式(1)に示す変数で表した

ものであり，これにより旅行コスト経路も旅行速度及び

ネットワーク形状に感度があることが分かる． 

𝑇௫ ൌ

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧ 𝑋௜௝

𝑉௜௝
ሺ一般道路利用ሻ

𝑋௔

𝑉௔
,
𝑋௟

𝑉௟
,
𝑋௘

𝑉௘
ሺﾗｲﾝﾎｰﾙ道路利用ሻ

 (11) 

𝐿௫ ൌ ൝
𝑋௜௝ ሺ一般道路利用ሻ

𝑋௔, 𝑋௟ , 𝑋௘ ሺﾗｲﾝﾎｰﾙ道路利用ሻ
  (12) 

 

(3) 分析シナリオの設定 

図-2で示したラインホール道路が使用されない道路条

 
(a) ラインホールの旅行速度の引き上げ 

 
(b) 道路ネットワークの改良 

 
(c) アクセス/イグレスの旅行速度の引き上げ 

図-3 分析シナリオのイメージ 
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件から，式(1)もしくは式(7)を満たすように改良するこ

とを検討すると，以下の3つのシナリオが考えられる． 

(a)ラインホールの速度改善によるラインホールの旅行

速度𝑉௟の引き上げ（図-3(a)） 

(b)道路ネットワーク（𝛼, 𝛽）の改良（図-3(b)） 

(c)アクセス/イグレスの速度改善によるアクセス/イグ

レスの旅行速度𝑉௔௘の引き上げ（図-3(c)） 

上記のシナリオの変数を目的変数として式(5)を解く

ことにより，最短旅行時間経路および最小旅行コスト経

路に必要なネットワーク形状および旅行速度を明らかに

する．(c)については，(a)と(b)に対する追加改良として，

各々の分析に加えて実施する． 

また，表-1にコスト算出に用いるパラメータおよび原

単位を示す．走行経費原単位について，旅行速度

70.0km/h未満の場合は，一般道（市街地）の値を，

70.0km/h以上の場合は高速・地域高規格道路の値を用い

る．これは，日本において，旅行速度70.0km/h以上で走

行できる道路は，高速道路もしくは地域高規格道路であ

るためである． 

 

 

4. 仮想ネットワークを用いた性能目標の設定 

 

(1) ラインホールの旅行速度Vlの引き上げ 

上位の階層の道路を選択するために必要なラインホー

ル旅行速度𝑉௟の下限値を把握する．式(5)をラインホール

旅行速度に対して式変形をすると，式(13)となる． 

𝑉௟ ൒
𝛼𝛽

1
𝑉௜௝

െ
𝛼ሺ1 െ 𝛽ሻ

𝑉௔௘

 
(13)

この式の𝛼, 𝛽, 𝑉௜௝ , 𝑉௔௘にそれぞれ任意の値を代入し，

ネットワーク形状に応じたラインホールの旅行速度𝑉௟を

把握する． 

a) ネットワーク形状とラインホール旅行速度の関係 

図-4に，𝑉௔௘ ൌ 𝑉௜௝でのネットワーク形状とラインホー

ル旅行速度の関係を示す．実線は最短旅行時間経路，破

線は最小旅行コスト経路を示す．迂回率𝛼が増加すると，

必要となるラインホール旅行速度が増加する．これは，

総旅行距離が一般道路に比べて増加することにより，ラ

インホール道路を利用することで増加した距離を補うだ

けの速度で移動する必要があるためである．また，ライ

ンホール距離比𝛽が減少すると，必要となるラインホー

ルの旅行速度が急激に増加する．これは，他の道路と速

度差のあるラインホール区間が短くなるため，より短い

区間で一般道路の旅行時間を下回る必要があるためであ

る．また，𝑉௔௘と𝑉௜௝の値が20km/hから30km/hに増加する

と，必要となるラインホール旅行速度が高くなる． 

最短旅行時間経路と最小旅行コスト経路で必要となる

ラインホール旅行速度を比較すると，最小旅行コスト経

路の方が，最短旅行時間経路よりも必要な旅行速度が高

いことが分かる．これは，一般道路よりもラインホール

道路の方が総走行距離が長いことにより必要となる速度

に加えて，走行経費の増加分も補う必要があるため旅行

速度が高くなる．また，70km/h前後で最小旅行コスト経

路の線がいびつな形状となっている理由は，前章で述べ

た走行経費原単位の違いのためである．高速・地域高規

格道路の原単位を用いた場合（𝑉௟ ൒ 70km/h）では，

最短旅行時間経路と最小旅行コスト経路の乖離が小さく

表-1 コスト算出のための各種パラメータ及び原単位7) 

 条件 使用する値 
一般道路の道路延長 Xij 
*走行経費の𝐿௫算出のみに使用

- 10 km

交通量 Qx - 1 台/日
時間価値原単位(τ) 
[乗用車] 

- 39.60 円/分・台

走行経費原単位(φ)* 
[乗用車，一般道（市街地）の値] 
*条件にない速度の原単位は，速度間

の値を直線補間することにより算出 

5km/h 38.33 円/台・km
10km/h 28.02 円/台・km
… … 

55km/h 20.21 円/台・km
60km/h 20.35 円/台・km

走行経費原単位(φ)* 
[乗用車，高速・地域高規格の値] 

*条件にない速度の原単位は，速度間

の値を直線補間することにより算出 

70km/h 8.50 円/台・km
75km/h 8.60 円/台・km
… … 

85km/h 8.91 円/台・km
90km/h 9.15 円/台・km

 

 
(a) Vij= Vae=20.0km/h 

(b)  Vij= Vae=30.0km/h 
図-4 道路ネットワークとラインホール旅行速度 
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なることが分かる．このことから高速・地域高規格道路

として整備することにより，最短旅行時間経路に近い条

件の旅行速度で，ラインホール道路へ経路変更されるこ

とがわかる． 

b) アクセス/イグレス道路の旅行速度引き上げの効果 

図-5は，最短旅行時間経路での，アクセス/イグレス

道路の旅行速度の引き上げを行った場合の結果を示して

いる．実線は𝑉௔௘ ൌ 𝑉௜௝の際の結果，点線は𝑉௔௘ ൌ 𝑉௜௝ ൅

5km/hの結果を示す．アクセス/イグレス道路の旅行速

度が増加することにより，必要なラインホール旅行速度

の下限値の線が下へ移行していることが分かる．また，

その変化量はラインホール距離比𝛽が小さいほど大きく

なる．つまり，アクセス/イグレス距離の長い道路など

では，ラインホール旅行速度の引き上げより，アクセス

/イグレスの旅行速度をわずかに引き上げるだけで，ラ

インホール道路へと経路変更を促すことができる可能性

を示している． 

 

(2) 道路ネットワークの改良 

上位の階層に経路を変更するために必要なネットワー

クの形状を把握するため，式(5)をラインホール距離比𝛽

について解くと，式(14)となる． 

𝛽 ൑
𝑉௟൫𝑉௔௘ െ 𝛼𝑉௜௝൯
𝑎𝑉௜௝ሺ𝑉௔௘ െ 𝑉௟ሻ

 (14)

この式の𝛼, 𝑉௟ , 𝑉௜௝ , 𝑉௔௘にそれぞれ任意の値を代入し，

ラインホールの旅行速度𝑉௟に応じたラインホール距離𝛽

を把握する． 

a) 迂回率とラインホール距離比の関係 

図-6に，𝑉௔௘ ൌ 𝑉௜௝での迂回率とラインホール距離比の

関係を示す．実線は最短旅行時間経路，破線は最小旅行

コスト経路を示す．迂回率𝛼が増加すると，必要となる

ラインホール距離比が増加する．これは，総旅行距離が

増加することにより，一般道路に比べて速度の高いライ

ンホールで増加した時間を補うだけの移動が必要になる

ためである．また，ラインホール旅行速度𝑉௟が増加する

と，必要となるラインホール距離比が減少する．これは，

一般道路との速度差が大きくなることにより，一般道路

の旅行時間を下回るために必要な距離が短くなるためで

ある．また，𝑉௔௘と𝑉௜௝の値が20km/hから30km/hに増加す

ると，必要となるラインホール距離比が大きくなる． 

最短旅行時間経路と最小旅行コスト経路のラインホー

ル距離比を比較すると，最小旅行コスト経路の方が，最

短旅行時間経路よりもラインホール距離比が大きいこと

が分かる．これは，一般道路よりもラインホール道路の

方が総走行距離が長いことによる走行経費の増加分を，

速度の高いラインホールの走行距離を延ばすことで，総

旅行時間の短縮を図ることができるためである． 

b) アクセス/イグレス道路の旅行速度引き上げの効果 

図-7は，最短旅行時間経路の結果における，アクセス

/イグレス道路の旅行速度の引き上げを行った場合の結

 
図-5 アクセス/イグレスの旅行速度引き上げ 
（最短旅行時間経路, Vij=20.0km/h, Vae=25.0km/h） 

 

 

(a) Vij= Vae=20.0km/h 

 

(b)  Vij= Vae=30.0km/h 
図-6 迂回率とラインホール距離比の関係 

 

図-7 アクセス/イグレス道路の旅行速度引き上げ 
（ Vij=20.0km/h, Vae=25.0km/h） 
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果を示している．実線は𝑉௔௘ ൌ 𝑉௜௝の際の結果，点線は

𝑉௔௘ ൌ 𝑉௜௝ ൅ 5km/hの結果を示す．アクセス/イグレス道

路の旅行速度が増加することにより，必要なラインホー

ル距離比の値が下へ移行していることが分かる．また，

その変化量は，ラインホールの旅行速度60km/hが最も大

きく，90km/hと120km/hはほとんど同じとなっている．

これは，高速・地域高規格道路の原単位によるものであ

り，𝑉௟ ൒ 90km/hでは原単位が一定になることから変

化量も同じになったと考えられる． 

以上より，アクセス/イグレス道路の旅行速度をわず

かに引き上げることにより，ラインホールの整備延長を

短くすることができる可能性を示した． 

 

 

5. 目標旅行速度を達成するための道路条件の把

握 

 

ここでは，前章で把握したラインホール旅行速度を性

能目標と仮定し，その性能目標を達成するための道路条

件を把握する．本研究では，道路条件として交差点密度

に着目し，柿元・中村8)が示している信号交差点密度と

旅行速度の分析結果と図-4の結果を基に，性能目標を実

現するための最大信号交差点密度を把握する．図-8は，

柿元・中村8)が示す信号交差点密度に応じた旅行速度の

結果の軸を入れ替えたものであり，旅行速度を入力値と

してその旅行速度を達成する際に許容できる最大信号交

差点密度を示すことができる． 

表-2に，迂回率𝛼 ൌ 1.5の場合について，目標旅行速

度を達成するために許容できる最大信号交差点密度をラ

インホール距離比𝛽に応じて示す．ここで，最大信号交

差点密度は，増加するほど旅行速度が低下することから，

四捨五入をせず端数を切り捨てた値を採用している． 

表-2(a)は，最小旅行時間経路の考え方に基づき算出し

たネットワーク形状（𝛼, 𝛽）に応じた目標旅行速度と規

制速度別の最大信号交差点密度を示したものである．目

標旅行速度が大きくなるにつれて，また規制速度が小さ

くなるにつれて，最大信号交差点密度は小さくなる．こ

れは，信号交差点密度の増加により目標旅行速度が達成

できなくなるためである． 

また，表-2(b)は，最小旅行コスト経路の考え方に基づ

き算出したネットワーク形状（𝛼, 𝛽）に応じた目標旅行

速度と規制速度別の最大信号交差点密度を示したもので

ある．最小旅行時間経路の場合と傾向は同じであり，目

標旅行速度が大きくなるにつれて，また規制速度が小さ

くなるにつれて，最大信号交差点密度は小さくなる．最

大信号交差点密度を最小旅行コスト経路と最小旅行時間

経路で比較すると，最小旅行コスト経路の方が最大信号

交差点密度は小さくなる．これは，4(1)の分析結果から

もわかるとおり，最小旅行コスト経路の方が最小旅行時

間経路に比べて目標旅行速度が高いためである． 

表-2(a)と表-2(b)いずれにおいても，複数の規制速度下

で目標旅行速度を達成できる信号交差点密度の条件が存

在することが分かる．目標旅行速度が規制速度に比べて

十分に小さい場合，信号交差点密度が高くても目標が達

成可能となるためである．しかし，規制速度と目標旅行

速度の乖離が大きい場合，道路利用者の満足度に悪影響

を与えることが考えらえるため，このような設計は望ま

しくない． 

これらより，道路のネットワーク形状（𝛼, 𝛽）に応じ

た目標旅行速度𝑉௟に対して，許容できる最大信号交差点

密度の値について検討することができるようになった．

ただし，本研究での検討はあくまで交通量が微小である

 
図-8 旅行速度を達成するための最大信号交差点密度 
（青時間比0.50，柿元・中村8）の図を筆者らで変形） 

 

表-2 旅行速度に応じた信号交差点密度の関係 

(a) 最小旅行時間経路 （𝑉௔௘ ൌ 𝑉௜௝ ൌ 20km/h） 

α β 
目標旅行

速度 
𝑉௟ [km/h] 

規制速度別 
最大信号交差点密度 [箇所/km]

60.0 50.0 40.0 

1.5

0.5 60.0 0 * * 
0.6 45.0 1.5 0.58 * 
0.7 38.2 5.0 1.3 0.42 
0.8 34.3 6.7 3.3 0.97 
0.9 31.8 * 3.7 2.1 
1.0 30.0 * 3.9 2.4 

 

(b) 最小旅行コスト経路 （𝑉௔௘ ൌ 𝑉௜௝ ൌ 20km/h, 𝑋௜௝ ൌ 10km） 

α β 
目標旅行

速度 
𝑉௟ [km/h] 

規制速度別 
最大信号交差点密度 [箇所/km]

60.0 50.0 40.0 

1.5

0.5 70.0 * * * 
0.6 55.8 0.42 * * 
0.7 44.0 1.6 0.65 * 
0.8 38.2 5.0 1.3 0.42 
0.9 34.6 6.5 3.2 0.93 
1.0 32.3 * 3.6 2.0 

*図-8の適用範囲外，※最大信号交差点密度は，有効数字3桁

目を切り捨てた値 
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状況での道路の潜在性能9)についての検討であり，交通

量の増加に伴う旅行速度の低下については考慮していな

いことに注意が必要である． 

Akandwanaho and Nakamura10)によれば，往復4車線の幹

線道路の旅行速度は，信号交差点密度に加えて，希望速

度，交通量，信号のサイクル長によって変わることを示

唆しており，本研究で考慮できていない交通量，信号の

サイクル長にも言及している．そして，検討対象の交通

量の範囲（交通容量比 < 0.9）では，希望速度や信号のサ

イクル長の変化による旅行速度の減少率の方が，交通量

の増加による減少率よりも大きい結果となっている． 

つまり，交通量や信号サイクル長を考慮すると，表-2

の値よりも小さい値がラインホールの性能を達成するた

めに許容できる最大信号交差点密度となるため，複合的

な要素を含めた検討が必要である． 

 

 

6. おわりに 

 

本論文では，1OD2経路の簡易ネットワークを仮定し

て，道路ネットワークの階層化に際して必要となる各道

路の性能目標の設定方法を示したうえで，その目標を達

成するための道路の条件（ここでは，最大信号交差点密

度）を明らかにした． 

道路ネットワーク形状の違いによるラインホール旅行

速度𝑉௟の分析では，迂回率𝛼が大きくなるほど𝑉௟は大き

くなり，ラインホール距離比𝛽が大きくなるほど𝑉௟は小

さくなることを示した．また，アクセス/イグレス道路

の旅行速度𝑉௔௘の引き上げが，必要とするラインホール

旅行速度を小さくすることに大きく寄与することを明ら

かにした．ここで得られたラインホール旅行速度を目標

旅行速度として，既往研究の分析結果を基に目標旅行速

度を達成するために許容できる最大信号交差点密度を把

握した．これにより，道路の設計段階で許容できる信号

交差点密度が把握できることにより，道路に求める性能

を考慮した交差点形式やその箇所数の決定を適切に行う

ことが可能となる．ただし，本研究では交通量が微小で

ある状況での検討であるため，交通量の増加に伴う旅行

速度の低下については別途考慮する必要がある． 

本研究では，ネットワーク形状と目標旅行速度の関係

について仮想ネットワークを用いて提示したにとどまり，

日本の実道路では現在どういう状況にあり，ネットワー

ク形状，ラインホール旅行速度のどの部分において問題

が生じているのか確認をする必要があると考えらえる．

また，今回はターゲットとする1ODのみに着目した分析

であり，交差点を設定することによって生じる新たな

ODに対して考慮がされていない．実道路においては，

様々なODが混在することによる道路の性能の低下がみ

られることから，様々なODに対する考慮が必要である． 
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